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母子家庭の自立支援  

厚生労働省雇用均等■児童家庭局家庭福祉課  

母子家庭等自立支援室長  

母子家庭の現状  

（母子世帯数）  

○母子世帯は約123万世帯（平成15年）。うら離婚は約8割、死別は約1割。   
※昭和58年では離婚約5割、死別約4割。   

（年齢の状況）  

○低年齢で離婚が増えていることから、約3割が20歳台で母子世帯に。   

（世帯の状況）  

○母子のみの世帯は平成15年段階で63％と平成10年（71％）より減少（同居世帯増加）。   

（就労の状況）  

○母子家庭の約8割が就労。就労家庭のうら常用雇用は約4割、臨時りヾ－卜は約5割。   

（収入の状況）  

○母子家庭の平均年収は233万円、全世帯の平均年収は580万円（平成17年国民   
生活碁石楚調査）。  

○生活保護を受給している世帯は約1割。   

（養育費の取得状況）  

○離婚母子家庭のうら、  

・養育費の取り決めをしている   約34％  
養育費を現在も受給している   約18％  
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母子家庭の自立支援策の概要  

○平成14年に母子及び寡婦福祉法、児童扶養手当法等を改正し、「児童扶養手当中也辺   

支援」 から「就業・自立に向けた総合的な支援」へと、転換したところ。  

○具体的には、「子育て・生活支援策」、 牒 「経済   

8勺支援策」」の4本柱により施策を推進中。  

○特に平成19年度は、「母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法」が最終年度量   

迎えることを踏まえ、棚簑を講じることとしている。  

母子家庭及び寡婦自立促進計画（地方自治体が国の基本方針を踏まえて策定）  

経済的支援  

○自立を支援する観点か   
ら母子寡婦福祉貸付の   
充実  

○児童扶養手当の支給  

子育てと生活支援  

○保育所の優先入所の   
法定化  

○ヘルパーの派遣などに   

よる子育て、生活支援   
策の実施  

○サテライト型施設の設   
置など母子生活支援施   

設の機能の拡充  

就業支援  
○母子家庭等就業・自立支   

援センター事業の推進  
○個々の実情に応じた、ハ   

ローワーク等との連携に   
よる母子自立支援プログ   
ラムの策定等  

○準備講習付き職業訓練の   
実施  

○母子家庭の能力開発等の  

養育費の確保  

○養育費支払い努力義務   
の法定化  

○養育費相談・支援セン   
ターの創設  

O「養育費の手引き」や   

リーフレットの配布  
○民事執行制度の改正に   

よる履行確保の促進  
ための給付金の支給  

母子家庭の就業支援対策の現状と課題  
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母子家庭の母に対する就業支援  

就業支援メニュー  

（就業相談等による支援）  

○母子家庭等就業・自立支援センター事業  

○母子自立支援プログラム策定事業等  

○ハローワークによる支援  

（職業能力開発に必要な支援）  

○母子家庭の母等の職業的自立促進事業   

（準備講習付き職業訓練）  

○介護労働者能力開発事業  

○自立支援教育訓練給付金  

○高等技能訓練促進責  

（常用雇用に向けた支援）  

○特定求職者雇用開発助成金  

○試行（トライアル）雇用奨励金  

○常用雇用転換奨励金  

母子家庭の母に対する主な就業支援  

就業相談等による支援  

Q蜃主星庭重患業」馳皇＝婁差  
・一貫した就業支援サービス（就業相談・就業支援講習会・就業情報の提供等   
■生活支援サービス（養育費の相談等）の実施   

Q畳王且豊玉塵棚隻  
・福祉事務所等に母子自立支援プログラム策定員を設置し、自立が見込まれる児童扶養手当受給者等を対象にした自立支援プログ   
ラムの策定によるきめ細やかな就業支援を行う。（生活保護受給者についても、自立支援プログラムを策定して、同様の支援を実   
施）   

0ハローワークによる支援   
t再就職を希望する母子家庭の母等の就職支援を実施。特に、マザーズハローワークでは子育て中の女性等に対する再就職支援   
を実施。  

職業能力開発に必要な支援  常用雇用に向けた支援  

金星王家底地阻邑皇促進重機皇位き捌1   
緩1   

t就職前の準備段階としての準備講習と、実際の就職に必要   

な技能・知識を取得させるための職業訓練をセットで実施。  

馳鼠免蔓墓  
・女性の就業が期待できる介護分野への就職促進を図るため、   

訪問介護員（ホームヘルパー）養成研修2級課程等を実施。  

Q邑皇支援教圭臓金型支髭  
・教育訓練講座の受講に要した費用の一部を支給。  

Q基蔓技能劃鐘促進費担支鮨  
・看護師等の経済的な自立を図る上で効果的な資格を取得す   

るための受講期間中、生活費の負担の軽減を図り、当該資   

格の取得を支援。   

0特定求■青1用開発助成麿の支給   
・母子家庭の母等の就職困難者を一定期間継続して雇用した  
場合に、賃金相当績の一部を助成。   

0獣行（トライアル）1用輿励金の支給  
・母子家庭の母を試行的に雇用し、業務遂行に当たっての適   
性や能力などを見極め、その後の常用雇用への移行や雇用  
のきっかけを作りを図る。   

0里用雇用転換套励金の支臆   
・パートタイム等で雇用している母子家庭の母を、OJT実施後、  
常用雇用に転換した事業主を対象に奨励金を支給。  
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母子家庭の母の就業支援施策の実績について  

1．御支援   
○公共職業安定所（ハローワーク）による職業紹介   

・母子家庭の母  

マザーズハローワークの設置  
マザーズサロンの設置  

12カ所（H18年度）  
36カ所（H19年度予定）  

※マザーズハローワークの就職件数実績は、H18年4月～12月で約10，000件  
○母子家庭等就業・自立支援センター（H15年度創設）   

■地方自治体実施率 61．1％（H15年度）→ 89．9％（H18年度）  
・就業相談を利用された方の事業実績（各年4月～12月分）相談件数 9，435件（H15年）→34．583件（H17年）  

就職件数  765件（H15年）→ 3．431件（H17年）  

○自立支援教育訓練給付金事業（H15年度創設）  
・地方自治体実施率 21．0射H15年度）→ 72．7％（H18年度）  
・事業実績（各年4月～12月分）支給件数 62件（H15年）→2，295件（H17年）  

就職件数 31件（H15年）→1，087件（H17年）  
○高等技能訓練促進貴幸業（H15年度創設）  

・地方自治体実施率16．99ら（H15年度）→ 58．0％（H18年度）  

・就職件数  128件（H15年度）→ 379件（H16年度）  

3．常用雇用に向けた支援   
○常用就職を促進するための特定求職者雇用開発助成金   

・支給件数19，944件（H14年度）→ 22，171件（H17年度）   
○常用雇用転換奨励金（H15年度創設）   

・事業実績（各年4月～12月分）常用雇用転換数 3件（H15年）→25件（H17年）  

母子家庭の就業支援関係事業の実施状況等（平成18年10月1日現在）  

①母子家庭等就業・自立支援センター事業  
母子家庭の母等に対して、就業相談や京毛業支援講習会の実施、就業情報の   

提供など－賞しノた就業支援サービスや養育費の相談など生三吉支援サービスを   
提供する。  

②自立支援教育訓練給付金事業  
地万之ミ共匡】体が指定する教育副‖練講座を受講した母子家庭の母に対して、   

講座終了後に受講料の一部を支給する。   
○受講料の4割相当額（上限20万円、下限8千円）  

都道J何県  指定都市  中核市  般市等  合計   

平成15年度  35か所  1か所  6か所  116か所  158か所  
（74．5％）  （7．7％）  （17，1％）  （17．6％）  （21．0％）   

平成16年度  45か所  7か所  24か所  251か所  327か所  
（95．7％）  （53．8％）  （68．6％）  （36．0％）  （41．2％）   

平成17年麿  47か所  14力＼所  32か所  346か所  439か所  
（1（：）0．0％）  （100．0％）  （86．5％）  （44．3％）  （49．9％）   

平成18年麿  47か所  15か所  33か所  528か、所  623か所  罵〒21  （100 

．0％）  （100．0％）  （89．2％）  （69．7％）  （72．7％）   

都道ノ何県  指定都市   中核市   合計   

平成15年度  39か所   8か所   11か所   58か所  

：83．0％）  （61．5％）  （31．4％）  （61．1％）   

平成16年度  47か所   12か所   21か所   80か所  

（100．0％）  （92．3％）  （60．0％）  （84．2％）   

平成17年度  47か所   13か所   23か所   83か所  

（100．0％）  （92．9％）  （62．2％）  （84．7％）   

平成18年度  47か所   15か所   27か所   89か所   

？21  （100．0％）  （100．0％）  （73．0％）  （89．9％）   

③高等技能訓練促進費事業  
介護福祉士等の経済的自立に効果白勺な資格を取得するために2年以上養成   

機関等で修学する場合で、就業（育児）と修業の両立が匪】難な場合に、生活   

費の負担軽減のため、高等技能吉川練イ足進費を支給する。   

○修学期間の最後の1／3の期間（12ケ月を限度）   

○月害頁10万3干円  

④常用雇用転換奨励金事業  
パートタイム等として雇用している母子家庭の母を、OJT実施後、常用雇用   

労働者に雇用転換した事業主に対して奨励金を支給する。   
01人あたり30万円  

都道府県  指定郡市  中核市  一般市等  合計   
平成15年度  29か所  1か所  6か所  91か所  127か所  

（61．7％）  （7．7％）  （17．1％）  （13．8％）  （16．9％）   

平成16年度  37か所  5か所  24か所  186か所  252か所  
（78．7％）  （38．5％）  （68．6％）  （26．6％）  （31．8％）   

平成17年度  40か所  11か所  29か所  265か所  345か所  
（85．1％）  （78．6％）  （78．4％）  （33．9％）  （39．2％）   

平成18年度  43か所  14か所  29か所  411か所  497か所  二罵7モ1  （91 

．5％）  （93．3％）  （78．4％）  （54．2％）  （58．0％）   

都道府県  指定都市  中核市  般市等  合計   
平成15年度  19か所  1か所  2か所  56か所  78か所  

（40．4％）  （7．7％）  （5．7％）  （8．5％）  （10．4％）   

平成16年度  29か所  3か所  11力＼所  125か所  168か所  
（61．7％）  （23．1％）  （31．4％）  （17．9％）  （21．2％）   

平成17年度  29か所  5か所  12か所  150か所  196か所  
（61．7％）  （35．7％）  （32．4％）  （19，2％  （22，3％）   

平成18年麿  30か所  6か所  14か所  180か所  230か所  「二苓′≡，1  （63 

．8％）  （40．0％）  （37．8％）  （23．7％  （26，8％）   

⑤母子自立支援プ0グラム策定事業  
個々の児童扶罠手当受給苔の状況・ニーニズに応じ、自立支援計画書を策定し、   

ハローワーク等と連携のうえ、きめ細かな自立・就労支援を実施することを目的   
として、母子自立支援プロクラム策定員を福礼二事汚所等に設置する。  
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母子家庭等就業・自立支援センターにおける就兼支援の好事例  

就業相談  

○巡回職業相談を実施   

県域が広範囲に及ぶことから、利用者のアクセスを容易にするため、巡回相談を実施。職業紹介の  

許可を取得しており、相談会場での求職者登録が可能となっている。（福島県、島根県）  

○求人開拓を民間派遣会社に委託して実施   

ミスマッチを解消するため、求職者が希望する仕事の求人開拓を、民間派遣会社に委託して実施。  
就職率のアップにつながっている。（新潟県、静岡県ほか）  

就業支援講習会  

○講習会を週末に実施するとともに、託児室を確保   

就業支援講習会を土日に開催し、仕事などで平日では都合がつかない受講者に配慮。また、会場に、  

託児室を設置し、乳幼児連れの受講者に配慮。（山梨県）  

引 ○就労意欲をき出すための講演会を企画・実施  
・就労に対する意欲を引き出すため、現在のみならず、5年後、10年後に必要となるマネープラン   
（ライフプラン）に関する講演会を実施。（船橋市）  

・適職発見セミナーを、県、指定都市、中核市で共同開催し、効率的な事業を実施。（神奈川県等）  
0ヘルパー講習会を社会福祉法人等に委託  

・ホームヘルパー講習会の実施を委託した施設から、実習態度が良好な受講生を採用したいという申   

し出があった。講習会が知識や技能を身につける場所だけでなく、優れた人材を発掘できる場所に   

もなっている。（青森県、熊本県、宮崎市）  

・ホームヘルパー講習会を母子家庭の母の自立に理解のある社会福祉法人に委託することで、高い就   
職率を実現。（横浜市）  

その他  

○求人企業の実地見学の実施   

（1）フォークリフト乗務作業など危険な作業を伴う求人については、紹介前に必要に応じて作業の  
実際や安全確認を行うため、実地見学を実施。こうした取り組みにより、相談者に対して、自  

分の目で確かめた情報に基づく、適切な職業紹介が可能となっている。（大阪府）   

（2）事業所内に医師が常駐するなど求人票に記載されていない福利厚生面の充実など紹介に当たっ  
て参考となる情報が収集できる。こうした情報が、求職者にとって応募してみようという動機付  

けになっている。（大阪府）   

○助成金制度を紹介し更なる卿  

求人を受理した時、求人開拓のため事業所を訪問した時に、特定求職者雇用開発助成金制度を紹介   

することで、事業主の雇用意欲を引き出している。（大阪府）  

－33－   



平成18年鹿母子自立支援プログラム策定実績（4月～12月）  

番号  都遭府県  t内市零   番号  都遭府れ  t内市等   
指定都市  中核市  

北海道   4   4  25  滋賀県   0   0  48  札幌市   9  63  旭川市   0    和歌山市   0   

2  t森県  24   0    京都府   0   49  仙台市   64  函館市   0  88  岡山市   

3  岩手県  16   0  27  杢阪府   0  203  50  さいたま市   65  書森市   0  89  倉敷市   0   

4  宮城県   0   0  28  兵庫県   0   千葉市   14  66  秋田市   0  90  福山市   0   

5  秋田県   0   0  29  奈良県   59   62  52  横浜市   160  67  郡山市   0  91  下関市   27   

6  山形県   4   5  30  和歌山県   0   0  53  川崎市   58  68  いわき市   0  92  高松市   0   

福島県   53   5    ▲取県   0  54  静岡市   69  宇都宮市   43  93  松山市   0   

8  茨城県   0   0  32  島根県   0  55  名古屋市   5  70  川越市   0  94  高知市   0   

栃木県   40  126    岡山県   4   0  56  京都市   48    船橋市   0  95  長崎市   0   

10  群馬県   9   2  34  広島県   0   57  大阪市   359    横須賀市   0  96  熊本市   0   

埼玉県   3   0  35  山口県   4   58  堺市   相模原市   4    大分市   

千葉県   0   0  36  徳島県   50   0  59  神戸市   41  74  新潟市   3  98  宮崎市   0   

13  東京都   0  147  37  香川県   0   0  60  広島市   3    古山市   0  99  鹿児島市   0   

14  神奈川県   0   0  38  愛媛県   0   0    北九州市   53  76  金沢市   0   小計  91   

15  新潟県   0   0  39  高知県   0   0  62  福岡市   0    長野市   0  

16  富山県   40  福岡県   0  小計  871  78  岐阜市   0   

17  23   26  41  佐賀県   61   2  79  浜松市   

18   3   0  42  長崎県   89   3  80  豊橋市   0  

19  山梨県   31   43  熊本県   0   0  81  豊田市   0   

20  長野県   0   0  44  大分県   6   0  82  岡崎市   0   

岐阜県   0   0  45  宮崎県   0   0  83  高槻市   0   

22  静岡県   0   46  鹿児島県   0   0  84  0   

23  愛知県   4   47  沖縄県   0  姫路市   2   

24  三重県   0   0  小計  567  642  86  奈良市   2   

母子自立支援プログラム策定事業について（概要）   

個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズに応じ、自立支援のためのプログラムを策定し、母子家庭等就業・  
自立支援センター事業や生活保護受給者等就労支援事業等を活用することにより、きめ細かな自立・就労支援を  
実施する。   

一三r  
実効性が上がるような事業運営を推進。  
○ プログラム策定数などの目標値の設定  

○ ①離婚直後等により生活が不安定であるために特に支援が必要な者、②児童扶養手当の一部支給停止措置   
が適用されることを前に新たに就職・転職を求めている者などを対象に重点的に実施  

○ 児童扶養手当の申請時や現況届提出時等のあらゆる機会を生かした事業の紹介  
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母子自立支援プログラムについて  

児
童
扶
養
手
当
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母子自立支援プログラム策定事業の好事例について  

相談員の配置  

○ プログラム策定員を、児童扶養手当の窓口課に配置し、母子寡婦福祉貸付資金及び母子家庭自   

立支援給付金の窓口も兼ね、児童扶養手当の支給から、生活支援、就労支援まで一体的な支援に   

努めている。（小山市、貝塚市、泉南市、山陽小野田市）  

○ 母子家庭等就業一自立支援センターにプログラム策定員を設置し、センターから離れている地   

区には、毎月1回福祉事務所において巡回就業相談を行っている。（福井県、島根県、神戸市ほ   

か）  

対象者へのアプローチ  

○ 就業支援は児童扶養手当の支給開始直後から取り組むことが効果的であると考えられることか   

ら、手当の申請に訪れた機会を捉え、まず初回の相談（就労意欲の確認）を行い、約1か月後の   

認定の際に具体的な就労相談を行うなどの工夫を行っている。（貝塚市）  

○ 一方的な情報提供では、就労意欲の把握に一定の限界がみられることから、児童扶養手当現況   

届時における個人面談を通じ把握に務めている。（山梨県、那須烏山市）  

○ 児童扶養手当現況届受付期間内では、多数を相手に面接をすることが困難なので、本事業に関   

心を持つ者を対象に、就労支援セミナーを実施している。（横浜市）  

○ 本人から提出される事業利用希望届けと、プログラム策定員による面接等を経て支援を決定す   

る体制を採用しており、就労意欲の高い対象者を集めることが可能となっている。（沖縄県）  

○ 児童扶養手当現況届で「求職活動中」と記載している受給者に対して、文書を送るとともに、   

ハローワーク、履歴書の書き方、面接の受け方等を盛り込んだ「自立支援のしおり」、「求職活   

動ガイドブック」を窓口で配付している。（四候畷市ほか）  
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相談援助面でのエ夫  

○ 策定員が、就業相談に加え、面接方法、履歴書記入方法等を援助するとともに、保育所担当   

課と調整し、求職活動中の保育所入所を可能とした。（栃木県小山市）  

○ 窓口でハローワークのインターネットサービスを活用した求人情報の提供を行うほか、定期   

的な情報提供や相談に当たっては、相談者の職歴・希望や本人の意向等を考慮した支援を行っ   

ている。（青森県、栃木県足利市）  

○ 毎週月曜日に新聞折込みの求人広告を取りまとめ窓口で閲覧ができるようにするとともに、   
街中で貼り出されている求人情報を収集し、情報提供している。（大阪府貝塚市）  

○ 平日夜間、土曜日に受講料無料の職業訓練講座（医療事務、簿記3級、パソコン）を開講し   
ている。プログラム策定員が、講座設定から、講師の招晴、会場予約、受講生募集、受講生の   

ケアまで一連の作業を行っている。（大阪府）  

ハローワークとの連携  

○ 自治体として、母子自立支援プログラム策定件数の目標値を設定するとともに、ハローワー   

クにおいても就職目標を設定し、計画的な就労支援を進めている。（青森県）  

○ 事業開始時にハローワーク担当者と相互の業務内容について確認するとともに、母子家庭の   

母の就労の実情や管内の雇用・失業情勢について情報提供を行い理解を深めることで、連携し   

やすい環境作りを行った。あわせて、母子自立支援プログラム策定員がハローワークを積極的   

に訪ね、就職支援セミナーの開催情報や求人情報を積極的に把握し、相談場面で活用している。   

（青森県）  

母子自立支援プログラム策定事業の具体例について  
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養育真相談一支援センターの設置について  

≪目指すべき方向≫   

○養育費の取り決め率、   
受給率の大幅増   

く＞  
○ひとり親家庭の生活の   

安定  
○ひとり親家庭で育つ子  

どもの健やかな成長  

≪趣旨≫  

○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費   

の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保を   

図る。  

○国においては、相談担当者の養成と各地の相談機関   

の業務支援を行う。  

＜委託事業＞  

○各種手続について分かりやすい情報提供   

→ HP上で全国発信、パンフレットの作成  

○全国の自治体等において養育費相談にあたる人材   

養成のためのプログラム作成と研修会の実施  

○各地の相談機関の業務支援（困難事例への支援）  

○母子家庭等に対する電話・メール相談  

※休日一夜間も利用可  

○リーフレット等による情報提供  

○養育費取り決めや支払いの履行・強制執行   

に関する相談・調整等の支援  

○母子家庭等への講習会の開催  

研修・  

サポート  

困難事例  
の相談  母子家庭等就業・自立支援センターの  

養育費相談機能の強化については、  
統合補助金に計上   

」  
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○ 法律専門家（大学教授、家庭裁判所調停委員）（千葉県）  

○ 母子自立支援員OB（石川県）  

○ 弁護士（熊本県、大阪市）  

○ 司法書士（高知市）  

○ 女性相談員（宮崎市）  

○ 市町村児童扶養手当事務及び戸籍事務等関係部署と連携し、窓口での相談や離婚届を配布・受理する際   

に、養育費のリーフレットの配布やセンターの養育費相談員の情報を紹介する。（群馬県、大阪府、鳥取   

県、秋田市、宮崎市）  

○ 養育費相談・支援事業のPRとして、福祉事務所や関係機関のほか、公営住宅や公民館、スーパー等に   

チラシを設置してもらう。（千葉県）  

○ ホームページ、携帯サイトなどによるPRを行う。（鳥取県）  

○ 養育費についての相談機能の充実のため、母子自立支援員や養育費相談員等に対して、養育費取り決め   

や履行確保に関する研修会を実施する。（群馬県、大阪府）  

○ 母子自立支援員や婦人相談員等を対象とし、養育費に関する研修を実施する。（奈良県）  

○ 家庭裁判所職員を講師とする養育費の取り決めや履行確保に関する研修会を、母子自立支援員を含めて   

実施する。（山0県）  

○ センター就業相談員、母子自立支援員等に対し、弁護士による養育費や離婚にかかわる研修を実施する。   

（大阪市）  

○ 母子自立支援員や窓口業務に携わる職員に対して、養育費取り決め等に関する研修会を実施する。（宮崎  

○ センターに来所した相談者に、養育費確保までの手続き等の説明を実施し、場合によっては家庭裁判所へ同   

行するなど、必要な支援を行う。（群馬県、山口県、秋田市）  

○ 離婚前のD＞被害者で、離婚を希望しても離婚手続困難な者は、D＞関係専門機関（婦人相談所やD＞支援   

団体）につなぐ。（栃木県）  

○ 就労している人でも相談を受けやすいように、土曜日または日曜日に開催する。（干葉県）  

○ 養育費についての相談機能の充実のため、母子自立支援員や母子自立支援プログラム策定員等と情報交換を   

行うなど、連携を図る。（山梨県）  

○ 静岡県においては、センターを静岡市、浜松市とともに共同で設置しており、本所と支所（3か所）で事業   

を実施しているが、養育費相談員は、本所に常駐させることとし、養育費相談及び支援を専門に行う予定。体   

制としては、本所において専任職員が電話、来所による相談を直接受け付けるとともに、支所においてもー次   

的な電話、来所相談を受け、必要に応じて本所専任職員につないで対応する。専任職員は、相談、支援（役所   

等への同行、薫育賛相談・支援センターとの連携など）の他に養育費のリーフレット等の作成、配付など普及   

啓発活動も併せて実施する予定。（静岡県、静岡市、浜松市）  

○ 養育費の相談は離婚前のタイミンクが効果的なため、離婚前相談も実施する。（大阪府、宮崎市）  

○ 休日にデパートなど人の集まりやすい場所で相談会開催。（鳥取県）  

○ 県内巡回相談の実施回数を増やし、センター相談員が就業相談に加え、養育費相談も実施する。（山口県）  

○ 直接窓口に来られない場合は、メールや電話での相談も受け付ける旨を県ホームページや新聞・広報誌で周   

知し、相談者が利用しやすい環境を整える。（宮崎県）  

○ センターにおいて、生活相談を兼務する就業相談員（大阪市福祉職OBで児童相談所や福祉事務所で福祉行政   

の従事経験者）が、離婚後の養育費相談のみでな＜、離婚前相談として養育費等相談も実施する。（大阪市）  
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児童扶養手当の一部支給停止について  

○ 平成14年の母子及び寡婦福祉法等の改正の際に、児童扶養手当について、離婚後等の生活の   
激変を一定期間内で緩和し、自立を促進するという趣旨で見直す観点から、就労支援施策等の強   

化を図ることとあわせて、平成20年4月から支給期間と手当額の関係を見直すこととされた。  

児童扶養手当の一部支給停止について  

○ 平成20年4月以降、受給期間が5年（支給事由発生から7年）を超える場合には、政令で   
定めるところにより、それまでの支給額の2分の1を超えない範囲で支給停止（減額）を行う。   
⇒給付縫について、㈱陸  

○ ただし、自立が困難なケースが想定されることから、   

t3歳未満の児童を育てている場合には、3歳までの期間は5年の受給期間に含めない取扱い  
とする。   

＝ウ8歳未満の児童を育てている場合は、一部支給停止の対象外  
3歳に達した日  減  

認定請求  5年  

・障害を有する場合などは、一部支給停止の対象外  

今後の検討  

○ 今後、年末の予算編成に向けて、支給停止する額などについて、検討。その際、法改正時   
の附帯決議に基づき、就業支援の状況等を踏まえるとともに、母子福祉団体など幅広く関係   
者の意見を聞く予定。  

児童扶養手当一部支給停止措置に関する今後のスケジュール（案）  

国   自治体   

平成19年  

6月頃  

・現況届配布時などに児童扶養手当一部支給停止について  
受給者へ周知  

8月頃  ・現況届受理  

・全国母子世帯等調査等の結果  

12月  ・一部支給停止措置の内容決定  

20年  

1月   ・児童扶養手当支払いシステムの改修スタート   

2月頃  ・受給者に一部支給停止措置の具体的内容を周知  

・一部支給停止の対象外となる受給者の申請手続き・審査  

4月  ・随時払いについて一部支給停止措置スタート   

8月  ・一部支給停止措置適用後の最初の定時払い  

■現況届提出   
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